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株主各位

証券コード3947
2025年３月６日

株 主 各 位
名古屋市中区錦三丁目14番15号

代表取締役社長 齊 藤  光 次

【当社ウェブサイト】
https://www.dynapac-gr.co.jp/ir/meeting.html

第63期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第63期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報
（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネッ
ト上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブ
サイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3947/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show
=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
「ダイナパック」又は「コード」に当社証券コード「3947」を入力・検
索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」
にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）
によって議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参
考書類をご検討のうえ、後記の「議決権行使についてのご案内」をご参照
いただき、2025年３月24日（月曜日）午後５時25分までに議決権を行
使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

1. 日 時 2025年３月25日（火曜日）午前10時
2. 場 所 名古屋市中村区則武一丁目６番３号

ＴＫＰガーデンシティPREMIUM名駅西口　3階（カペラ）
（昨年と同じ建物、同じ階となります。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第63期（2024年１月１日から2024年12月31日ま

で）事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監
査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第63期（2024年１月１日から2024年12月31日ま
で）計算書類報告の件

決 議 事 項
議　　案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任

の件
４. 議決権の行使についてのご案内
(1) インターネットによる議決権行使の場合

　インターネットにより議決権を行使される場合は、後記の「インタ
ーネットによる議決権行使のご案内」をご高覧の上、2025年３月24
日（月曜日）午後５時25分までに行使してください。

(2) 郵送による議決権行使の場合
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に賛否をご表
示いただき、2025年３月24日（月曜日）午後５時25分までに到着す
るようご返送ください。議案に対する賛否が表示されていない場合に
は、会社提案に賛成としてお取扱いいたします。

(3) 複数回議決権を行使された場合
　インターネットと書面により、重複して議決権を行使された場合
は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いい
たします。また、インターネットにより複数回議決権を行使された場
合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたし
ます。

     

記

以　上

1. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェ
ブサイト、株主総会資料掲載ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、
その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

2. 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権
行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいま
すようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受
付にご提出ください。

次ページの案内に従って、
議案に対する賛否をご入力
ください。

議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示の上、
ご返送ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年３月25日（火曜日）
午前10時（受付開始:午前９時）

2025年３月24日（月曜日）
午後５時25分入力完了分まで

2025年３月24日（月曜日）
午後５時25分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

・インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行
使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・
パスワードを入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力する
ことなく議決権行使ウェブサイトにログインす
ることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状
況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況、対処すべき課題、財産
および損益の状況

事 業 報 告

（ 2024 年 1 月 1 日から
2024 年12月31日まで ）

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
1. 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、賃金の増加による所得環境
の改善が進み回復基調を維持しつつも不確実性の高い状況が続いた１
年となりました。また、個人消費や観光需要は増加したものの、食料
品を中心とした物価上昇が消費動向に影響を及ぼしました。さらに、
企業業績には原材料の高止まりや人手不足といった構造的な課題も影
響しました。海外におきましては米国経済が底堅く推移しましたが、
世界的なインフレや不安定な中国経済などにより依然先行き不透明な
状況であります。
　このような状況下、当社グループの当連結会計年度における売上高
は625億30百万円（前年同期比107.8％）、営業利益は17億34百万円
（前年同期比89.8％）、経常利益は24億89百万円（前年同期比
105.5％）および親会社株主に帰属する当期純利益は29億87百万円
（前年同期比185.9％）となりました。
　セグメントの業績は次のとおりであります。なお、セグメント業績
の金額には、セグメント間取引が含まれております。

包装材関連事業
　段ボール業界の国内生産動向は、1－12月累計数量（速報値）で前
年比98.9％となりました。生産数量が減少した背景は、加工食品分野
は前年数量を維持したものの物価上昇にともなう節約志向が全体の需
要の伸びに影響を与えたこと、天候不順により青果物向けの出荷が低
迷したことなどです。
　このような環境の下、当社グループの国内事業は、販売の数量にお
きまして、段ボール業界同様に天候不順にともなう青果物の作柄不良
の影響などを受け、前年比99.5％となりました。収益におきまして、
国内事業は昨年の主原材料価格の値上りに対応して進めた製品価格の
改定と経費上昇の抑制に努めた効果があるものの、2024年３月に株
式を取得しましたベトナムの軟包装企業であるVietnam TKT Plastic 
Packaging Joint Stock Companyの買収費用を当期に計上した影響
がありました。
　海外事業はベトナムを中心とした販売の回復に加え、Vietnam 
TKT Plastic Packaging Joint Stock Companyの買収効果があり増
収増益となりました。
　以上により、包装材関連事業の売上高は658億55百万円(前年同期

－ 5 －
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事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状
況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況、対処すべき課題、財産
および損益の状況

比107.3％)、セグメント利益(営業利益) は19億17百万円(前年同期比
93.7％)となりました。

不動産賃貸事業
　当セグメントにおきましては、売上高は３億60百万円(前年同期比
100.3％)、セグメント利益(営業利益)は２億99百万円(前年同期比
122.5％)となりました。

2. 設備投資等の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資の金額は、総額24億21
百万円であります。

3. 資金調達の状況
　当連結会計年度の設備資金等および運転資金は、自己資金および借
入金で賄っており、増資および社債発行による資金調達は行っており
ません。

4. 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

5. 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

6. 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務
の承継の状況

　該当事項はありません。

7. 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分
の状況

　特記すべき事項はありません。

－ 6 －
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8. 対処すべき課題
　今後の日本経済は物価高によるマイナス要因があるものの、賃上げ
による所得環境の改善により、個人消費が緩やかに持ち直していくと
期待されます。また企業業績は引続き堅調で底堅いものの、米国の経
済政策および中国経済の先行きなど、不安定な海外経済の状況に引続
き留意する必要があります。
　このような環境下、当社グループでは2024年から2026年までの３
年間を対象とした中期経営計画を公表しております。中期経営計画に
掲げる命題の「現在の深化」とは「既存事業の強化」であり、「未来
の創造」とは「成長分野の取込みと創出」を意味します。当社グルー
プは、これを「開発設計力の強化」「人的資本の充実」「業務革新お
よび生産革新」で支える成長戦略を描きます。

区 分 第60期
2021年12月期

第61期
2022年12月期

第62期
2023年12月期

第63期(当期)
2024年12月期

売 上 高 56,300,176千円 56,786,982千円 58,026,131千円 62,530,539千円

経 常 利 益 1,997,812千円 2,024,907千円 2,360,332千円 2,489,043千円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,395,766千円 1,611,744千円 1,606,878千円 2,987,110千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 140.80
円

162.36
円

161.65
円

300.19
円

総 資 産 66,192,299千円 68,049,572千円 73,026,949千円 76,537,630千円

純 資 産 39,176,265千円 40,657,175千円 42,909,805千円 46,046,711千円

9.　財産および損益の状況

（注）1. 第60期は、新型コロナウイルス感染症の影響が残る中、経済活動の制限解除
にともなう需要の回復および一昨年に実施した製品価格改定の影響もあり、
大幅な増収増益となりました。

2. 第61期は、収益認識に関する会計基準が適用されたことによる、売上高の
減収影響があったものの、段ボール製品の価格改定が浸透したこと、収益性
を優先した顧客ポートフォリオの見直しによる収益改善の影響などがあり増
収・増益となりました。

3. 第62期は、製品価格改定および生産性向上と経費の抑制があり増収減益と
なりました。

4. 第63期は「Ⅰ企業集団の現況に関する事項　1．事業の経過およびその成
果」に記載のとおりであります。

5. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）
等を第61期の期首から適用しており、第61期以降に係る各数値について
は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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重要な子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
千円 ％

土岐ダイナパック株式会社 62,515 92.0 包装材関連事業
宮城ダイナパック株式会社 20,000 100.0 包装材関連事業
宇都宮ダイナパック株式会社 100,000 100.0 包装材関連事業
沼津ダイナパック株式会社 10,000 100.0 包装材関連事業
神 原 段 ボ ー ル 株 式 会 社 90,000 100.0 包装材関連事業
多治見ダイナパック株式会社 60,000 100.0 包装材関連事業
ク ラ ウ ン 紙 工 業 株 式 会 社 30,000 100.0 包装材関連事業
旭 段 ボ ー ル 株 式 会 社 150,000 100.0 包装材関連事業
株 式 会 社 小 倉 紙 器 56,000 100.0 包装材関連事業

泰納包装（蘇州）有限公司 1,447,610
(95,052千人民元)

100.0
(71.5) 包装材関連事業

DYNAPAC (M) SDN. BHD. 484,694
(12,756千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ) 100.0 包装材関連事業

D Y N A P A C  G F
(MALAYSIA)SDN.BHD.

190,820
(7,000千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ) 100.0 包装材関連事業

DYNAPAC (HANOI) CO.,LTD. 755,796
(125,235,000千ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ) 100.0 包装材関連事業

D Y N A P A C  ( H A I P H O N G )  C O . , L T D . 869,278
(169,629,436千ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ) 100.0 包装材関連事業

D Y N A P A C  P A C K A G I N G  T E C H N O L O G Y
( P H I L I P P I N E S )  I N C .

88,750
(36,000千フィリピンペソ) 100.0 包装材関連事業

V I E T N A M  T K T  P L A S T I C  P A C K A G I N G
J O I N T  S T O C K  C O M P A N Y

305,380
(50,000,000千ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ)

90.0
(0.02) 包装材関連事業

10. 重要な子会社の状況（2024年12月31日現在）

（注）1. 議決権比率欄の（　）内は、間接所有割合で内数となっております。
2. 2024年３月８日付でVIETNAM TKT PLASTIC PACKAGING JOINT 

STOCK COMPANYの株式を取得したことにより子会社としております。
3. 城西パック株式会社は、2024年7月1日付で旭段ボール株式会社と合併し消

滅しております。

事業セグメント 事　　業　　内　　容

包 装 材 関 連 事 業
段ボールシート、段ボールケース、印刷紙器、美粧段ボール
ケース、オフセット印刷物、プラスチックフィルム等の製造
販売、機械設備等の販売

不 動 産 賃 貸 事 業 不動産の賃貸

11. 主要な事業内容（2024年12月31日現在）

－ 8 －
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主要拠点等

会　　社　　名 事業所・工場名 主要な事業 所　　在　　地

ダイナパック株式会社

本社 不動産賃貸事業 名古屋市中区
東京営業所 包装材関連事業 東京都中央区
みよし事業所 包装材関連事業 愛知県みよし市
つくば事業所 包装材関連事業 茨城県つくば市
川越事業所 包装材関連事業 埼玉県川越市
静岡事業所 包装材関連事業 静岡県袋井市
福島事業所 包装材関連事業 福島県福島市
松本事業所 包装材関連事業 長野県松本市
蟹江事業所 包装材関連事業 愛知県海部郡蟹江町

土 岐 ダ イ ナ パ ッ ク 株 式 会 社
本社 包装材関連事業 岐阜県土岐市
中津川工場 包装材関連事業 岐阜県中津川市

宮 城 ダ イ ナ パ ッ ク 株 式 会 社
登米工場 包装材関連事業 宮城県登米市
古川工場 包装材関連事業 宮城県大崎市

宇 都 宮 ダ イ ナ パ ッ ク 株 式 会 社 包装材関連事業 栃木県宇都宮市
沼 津 ダ イ ナ パ ッ ク 株 式 会 社 包装材関連事業 静岡県沼津市
神原段ボール株式会社 包装材関連事業 愛知県常滑市
多 治 見 ダ イ ナ パ ッ ク 株 式 会 社 包装材関連事業 岐阜県多治見市
ク ラ ウ ン 紙 工 業 株 式 会 社 包装材関連事業 埼玉県草加市

旭 段 ボ ー ル 株 式 会 社
本社 包装材関連事業 東京都中央区
岩槻工場 包装材関連事業 埼玉県さいたま市
厚木工場 包装材関連事業 神奈川県海老名市

株 式 会 社 小 倉 紙 器 包装材関連事業 静岡県静岡市
泰 納 包 装 ( 蘇 州 ) 有 限 公 司 包装材関連事業 中国　江蘇省蘇州市
DYNAPAC (M) SDN. BHD. 包装材関連事業 SEREMBAN N.S.D.K. MALAYSIA
D Y N A P A C  G F
( M A L A Y S I A )  S D N .  B H D . 包装材関連事業 MELAKA MALAYSIA

DYNAPAC (HANOI)  CO. ,LTD. 包装材関連事業 HANOI VIETNAM
D Y N A P A C  ( H A I P H O N G )  C O . , L T D . 包装材関連事業 HAIPHONG VIETNAM
D Y N A P A C  P A C K A G I N G  T E C H N O L O G Y 
( P H I L I P P I N E S )  I N C . 包装材関連事業 BATANGAS PHILIPPINES
VIETNAM TKT PLASTIC PACKAGING
 J O I N T  S T O C K  C O M P A N Y 包装材関連事業 BINH　DUONG　PROVINCE

VIETNAM

12. 主要拠点等（2024年12月31日現在）

（注）1. 2024年３月８日付でVIETNAM TKT PLASTIC PACKAGING JOINT 
STOCK COMPANYの株式を取得したことにより子会社としております。

2. 城西パック株式会社は、2024年7月1日付で旭段ボール株式会社と合併し消
滅しております。

－ 9 －
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従　　業　　員　　数 前　　期　　末　　比
2,281名 138名増

13. 従業員の状況（2024年12月31日現在）

（注）上記人員には、臨時従業員419名は含めておりません。

借 入 先 借 入 金 残 高
千円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,265,440
Vietnam Joint Stock Commercial Bank 
for Industry and Trade 892,343

株式会社十六銀行 560,000
株式会社愛知銀行 450,000
農林中央金庫 388,180
株式会社みずほ銀行 5,075

14. 主要な借入先の状況（2024年12月31日現在）

1. 発行済株式総数 9,953,480株（自己株式369,111株を除く）
2. 株主数 2,969名
3. 単元株式数 100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

カ ゴ メ 株 式 会 社 1,673 16.8
ダ イ ナ パ ッ ク 取 引 先 持 株 会 840 8.4
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 313 3.1
伊 藤 忠 紙 パ ル プ 株 式 会 社 289 2.9
丸 紅 フ ォ レ ス ト リ ン ク ス 株 式 会 社 277 2.7
レ ン ゴ ー 株 式 会 社 275 2.7
王 子 マ テ リ ア 株 式 会 社 272 2.7
大 王 製 紙 株 式 会 社 241 2.4
ダ イ ナ パ ッ ク 社 員 持 株 会 210 2.1
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 210 2.1

Ⅱ　会社の株式に関する事項（2024年12月31日現在）

4. 大株主の状況

（注）1. 持株比率は自己株式を控除し算出しております。
2. 当社は自己株式369千株を保有しておりますが、上記大株主から除外してお

ります。
5. 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式

の状況
　当社は、2024年３月28日開催の取締役会において譲渡制限付株式

－ 10 －
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報酬としての自己株式の処分を決議し、これに基づいて2024年４月
26日に当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を
除く）４名に割り当てる譲渡制限付株式報酬として自己株式9,360株
の処分を実施いたしました。

6. その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数
取 締 役
(社外取締役を除く) 10個 2,000株 １名

Ⅲ　会社の新株予約権等に関する事項
1. 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況（2024年12月31日現在）
⑴　2006年３月28日開催の第44期定時株主総会の決議によるもの

①新株予約権の数
10個（新株予約権１個につき200株）

②新株予約権の目的となる株式の種類および数
普通株式 2,000株

③新株予約権の発行価額
無償

④新株予約権の行使価額
１個あたり1,000円（１株あたり５円）

⑤新株予約権の行使期間
2006年５月１日から2036年４月30日まで

⑥当社役員の保有状況

⑵　2007年３月27日開催の第45期定時株主総会の決議によるもの
①新株予約権の数

11個（新株予約権１個につき200株）
②新株予約権の目的となる株式の種類および数

普通株式 2,200株
③新株予約権の発行価額

無償
④新株予約権の行使価額

１個あたり1,000円（１株あたり５円）
⑤新株予約権の行使期間

2007年５月１日から2036年４月30日まで

－ 11 －
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新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数
取 締 役
(社外取締役を除く) 11個 2,200株 １名

新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数
取 締 役
(社外取締役を除く) 12個 2,400株 １名

新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数
取 締 役
(社外取締役を除く) ２個 400株 １名

⑥当社役員の保有状況

⑶　2008年３月27日開催の第46期定時株主総会の決議によるもの
①新株予約権の数

12個（新株予約権１個につき200株）
②新株予約権の目的となる株式の種類および数

普通株式 2,400株
③新株予約権の発行価額

無償
④新株予約権の行使価額

１個あたり1,000円（１株あたり５円）
⑤新株予約権の行使期間

2008年５月１日から2036年４月30日まで
⑥当社役員の保有状況

⑷　2009年３月26日開催の第47期定時株主総会の決議によるもの
①新株予約権の数

２個（新株予約権１個につき200株）
②新株予約権の目的となる株式の種類および数

普通株式 400株
③新株予約権の発行価額

無償
④新株予約権の行使価額

１個あたり1,000円（１株あたり５円）
⑤新株予約権の行使期間

2009年５月１日から2036年４月30日まで
⑥当社役員の保有状況

2. 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した
新株予約権の状況

　該当事項はありません。

－ 12 －
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役社長 齊 藤 光 次
代 表 取 締 役 篠 岡 尚 久 専務執行役員　社長補佐
取 締 役 原 茂 執行役員　管理本部長
取 締 役 青 木 大 篤 執行役員　企画本部長
取 締 役 深 井 靖 博 愛智法律事務所　弁護士
取 締 役 富 澤 　 豊 有限会社富澤事務所　取締役社長

情報経営イノベーション専門職大学　教授
取 締 役 廣󠄁 野 郁 子 株式会社アイ・キューブ　取締役社長
取 締 役 常 勤
監 査 等 委 員 後　藤　禎　夫
取 締 役
監 査 等 委 員 児 玉 弘 仁 オルガノ株式会社　社外監査役

取 締 役
監 査 等 委 員 松 若 恵 理 子

株式会社Stand by C Woman代表取締役
社長
日本精化株式会社　社外取締役

Ⅳ　会社役員に関する事項
1. 取締役の氏名等（2024年12月31日現在）

（注）1. 取締役の深井靖博氏、富澤豊氏および廣󠄁野郁子氏は、社外取締役でありま
す。

2. 取締役監査等委員の児玉弘仁氏および松若恵理子氏は、社外取締役監査等委
員であります。

3. 当社は、取締役の深井靖博氏、富澤豊氏および廣󠄁野郁子氏ならびに取締役監
査等委員の松若恵理子氏を東京・名古屋両証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、届け出ております。

4. 取締役監査等委員の松若恵理子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務
および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

5. 当社は、会社法第427条第１項および当社定款に基づき、社外取締役および
取締役監査等委員の全員と、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最
低責任限度額であります。

6. 2024年3月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって杉山喜久雄氏
は任期満了により取締役会長を退任しております。

7. 2024年3月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって野澤政司氏は
任期満了により代表取締役を退任しております。

8. 2024年3月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって原茂氏が取締
役に選任され就任しております。

9. 2024年3月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって青木大篤氏が
取締役に選任され就任しております。

10. 2024年3月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって廣󠄁野郁子氏が
取締役に選任され就任しております。

11. 取締役専務執行役員の篠岡尚久氏は、2024年３月28日付の役員人事異動に
より代表取締役専務執行役員　社長補佐に就任しております。

12. 取締役監査等委員の松若恵理子氏の戸籍上の氏名は、松本恵理子であります。

－ 13 －
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13. 情報収集の充実を図り、内部統制監査部門等との十分な連携を通じて、監査
の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために後藤禎夫氏を常勤の監査
等委員として選定しております。

14. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保
険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償請
求に基づく損害を当該保険契約により塡補することとしております。
なお、当該契約の内容の概要は以下のとおりであります。

【当該契約の内容の概要】
①当該役員等賠償責任保険契約の被保険者の範囲
（すべての役員、執行役員およびその他会社法上の重要な使用人）

②当該役員等賠償責任保険契約の概要
・被保険者が実質的に保険料を負担している場合はその負担割合
（会社全額負担）

・塡補の対象とされる保険事故の概要
（会社役員等の責任が問われる事故について、訴訟の別で区分けすると

３類型に分けられる）
＜会社訴訟＞ 会社の役員等が善管注意義務や忠実義務に違反し会社に

損害を与えた場合に、会社法第423条（役員等の株式会
社に対する損害賠償責任）を根拠として、会社が損害賠
償を求める訴えを提起するもの。

＜株主代表訴訟＞ 会社の役員等が善管注意義務や忠実義務に違反し会社に
損害を与えた場合に、株主等が、会社に代わって会社法
第847条（株主による責任追及等の訴え）等を根拠とし
て、損害賠償を求める訴えを提起するもの。

＜第三者訴訟＞ 会社の役員等が職務を行うにあたって悪意・重大な過失
によって第三者に損害を与えた場合に、会社法第429条
（役員等の第三者に対する損害賠償責任）または民法第
709条（不法行為による損害賠償責任）等を根拠とし
て、第三者が損害賠償を求める訴えを提起するもの。

2. 取締役の報酬等の額
⑴　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る

事項
　当社の取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する
方針は、以下のとおりであり、任意の報酬委員会の審議を踏ま
え、2022年９月15日開催の取締役会で決議しております。

①取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
(a)基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るイン
センティブとしての機能を果たすべく株主利益と連動した報酬
体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏
まえ適正な水準とすることを基本方針としております。

(b)報酬の構成
　当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を
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除く）の報酬は、固定報酬としての基本報酬および業績連動報
酬により構成され、さらに、業績連動報酬は、短期業績に基づ
く現金報酬（短期インセンティブ）および株式報酬（長期イン
センティブ）で構成されております。監督機能を担う監査等委
員である取締役および社外取締役については、その職責に鑑
み、固定報酬としての基本報酬のみとしております。

(c)基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、役位、職
責に応じて、従業員給与の水準をベースに、当社の業績、世間
動向ならびに他社水準との比較・検証を考慮しながら、総合的
に勘案して決定しております。

(d)業績連動報酬の内容および額の算定方法の決定に関する方針
ア．短期業績に基づく現金報酬（短期インセンティブ）

　短期業績に基づく現金報酬は、事業年度ごとの業績向
上に対する意識を高めるため、各事業年度の業績指標
（親会社株主に帰属する当期純利益）の達成度に応じ、
事業年度終了後の一定の時期に支給しております。
　各対象取締役への具体的な支給額・時期および配分方
法は、取締役会において決定しております。
　業績指標および支給基準等については、適宜、環境の
変化に応じて任意の報酬委員会での審議を踏まえ見直し
を行い、取締役会において決定しております。

イ．株式報酬（長期インセンティブ）
　株式報酬は、2020年３月24日開催の第58期定時株主
総会において導入が決議されました譲渡制限付株式報酬
制度に基づき、当社の企業価値の持続的向上を図るイン
センティブを付与するとともに、株主の皆様と一層の価
値共有を進めることを目的とし、対象取締役に対して支
給される総額は、取締役（監査等委員である取締役を除
く）の報酬限度額の内枠で、年額40百万円以内とし、本
制度により発行または処分される当社の普通株式数の総
数は年40,000株以内としております。
　譲渡制限期間は、譲渡制限付株式の交付日から当該対
象取締役が当社の取締役その他当社取締役会で定める地
位を退任または退職する日までの期間としております。
各対象取締役への具体的な支給時期および配分について
は、取締役会において決定いたします。
　なお、本制度による当社の普通株式の発行または処分
に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡制限付株
式割当契約を締結するものとし、その内容として、次の
事項が含まれております。
i） 対象取締役は、あらかじめ定められた期間、本割当

契約により割当てを受けた当社の普通株式について
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譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない
こと

ii） 一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を
無償で取得すること

(e)報酬等の割合の決定方針
　取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）
の種類別の報酬（基本報酬、業績連動報酬）割合については、
企業価値の持続的な向上のためのインセンティブとして機能す
ることを目的に、各職責を踏まえ上位の役位ほど業績連動報酬
のウェイトが高まる構成とし、任意の報酬委員会において審議
の上、取締役会で決定いたします。
　なお、2022年９月15日開催の取締役会において、役員報酬
等の割合は、報酬の種類ごとに、基本報酬65％～85％、短期
業績に基づく現金報酬21％～11％、株式報酬14％～4％とする
ことを決定しております。

②業績連動報酬等に関する事項
　各事業年度の業績指標（親会社株主に帰属する当期純利益）
の達成度に応じて支給する短期業績に基づく現金報酬（短期イ
ンセンティブ）は、各事業年度の業績指標（親会社株主に帰属
する当期純利益）実績が予め定めた水準に達した場合に、親会
社株主に帰属する当期純利益に一定の料率を乗じた額を限度額
とし、役員別短期業績連動報酬基準額に基づき配分いたしま
す。
　なお、予め定めた水準を下回った場合には、短期業績に基づ
く現金報酬（短期インセンティブ）の支給はありません。

③取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内
容についての決定に関する方針の決定方法

　取締役の報酬に係る制度ならびに取締役の報酬等の額または
その算定方法は、決定プロセスの客観性を確保するため、社外
取締役を中心として構成された任意の報酬委員会において、世
間動向を確認するとともに同規模会社との報酬水準に関する比
較・検証を行い、諮問された役位ごとの報酬水準を審議してお
ります。
　個人別の報酬額については、個別支給額に関する任意の報酬
委員会の審議を踏まえ、取締役会決議に基づいて個々の対象者
の能力を含め総合的判断を実施するのに最適任者である代表取
締役社長（氏名：齊藤光次）が委任を受けるものとします。取
締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使され
るよう任意の報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、
委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定
しなければなりません。

④監査等委員である取締役の個人別の報酬等の内容についての決定
に関する方針
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区　　分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役(監査等委員
を除く)

（内社外取締役）
167,039
(12,150)

113,214
(12,150)

36,750
(－)

17,075
(－)

9名
(3名)

取締役監査等委員
(内社外取締役)

23,814
(8,214)

23,814
(8,214)

－
(－)

－
(－)

3名
(2名)

合　　計
（内社外取締役）

190,853
(20,364)

137,028
(20,364)

36,750
(－)

17,075
(－)

12名
(5名)

　監査等委員である取締役の報酬の額は常勤監査等委員、社外
監査等委員の区分によって監査等委員である取締役の協議によ
り決定いたします。

⑵　役員の報酬に関する株主総会決議の内容の概要
①2020年３月24日開催の定時株主総会において、取締役（監査等

委員である取締役を除く）に対する報酬限度額を年額240百万円
（うち社外取締役は年額20百万円以内）と決議しており、決議
時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は８名
（うち社外取締役２名）であります。

②2020年３月24日開催の定時株主総会において、監査等委員であ
る取締役に対する報酬限度額を年額70百万円以内と決議してお
り、決議時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち監査
等委員である社外取締役２名）であります。

③2020年３月24日開催の定時株主総会において、取締役（監査等
委員である取締役および社外取締役を除く）に対する株式報酬の
報酬限度額を取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限
度額の内枠で、年額40百万円以内と決議しており、決議時点の
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の員
数は６名であります。

⑶　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象
となる役員の員数

（注）1. 非金銭報酬等の内容は、譲渡制限付株式報酬であります。
2. 業績連動報酬等に係る業績指標は親会社株主に帰属する当期純利益であり、

2024年度の実績は2,987,110千円であります。

－ 17 －



2025/02/19 17:36:48 / 24165950_ダイナパック株式会社_招集通知_電子提供措置用

従業員の状況、主要な借入先の状況、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項、会社役員
に関する事項

⑷　当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く）の個
人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判
断した理由

　取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締
役を除く）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方針
および決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針
と整合していることや、任意の報酬委員会からの答申が尊重され
ていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判
断しております。

3. 社外役員に関する事項
⑴　重要な兼職先と当社との関係

①取締役深井靖博氏は、愛智法律事務所の弁護士を兼務しておりま
す。なお、当社と愛智法律事務所との間には取引関係等はありま
せん。

②取締役富澤豊氏は、有限会社富澤事務所の取締役社長および情報
経営イノベーション専門職大学の教授を兼務しております。な
お、当社と有限会社富澤事務所および情報経営イノベーション専
門職大学の間には取引関係等はありません。

③取締役廣󠄁野郁子氏は、株式会社アイ・キューブの取締役社長を兼
務しております。なお、当社と株式会社アイ・キューブとの間に
は取引関係等はありません。

④取締役監査等委員児玉弘仁氏は、オルガノ株式会社の社外監査役
を兼務しております。なお、当社とオルガノ株式会社との間には
取引関係等があります。

⑤取締役監査等委員松若恵理子氏は、株式会社Stand by C 
Womanの代表取締役社長および日本精化株式会社の社外取締役
を兼務しております。なお、当社と株式会社Stand by C 
Womanおよび日本精化株式会社との間には取引関係等はありま
せん。
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区　　分 氏　　名 出席状況、発言状況および社外取締役に期待
さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社外取締役 深 井 靖 博

当期開催の取締役会全て（14回）に出席しております。
期待される役割に関して行った職務の概要については、
主に弁護士としての豊富なキャリアと企業法務に係る高
い専門的知見から、取締役会において活発な審議に積極
的に参画し、意思決定の適正性を確保するために必要な
発言を行っており、適切な役割を果たしております。

社外取締役 富 澤 　 豊

当期開催の取締役会全て（14回）に出席しております。
期待される役割に関して行った職務の概要については、
主にマーケティング分野において、企業に対するコンサ
ルティングや大学教授を含む幅広い経験と知見から、取
締役会において活発な審議に積極的に参画し、経営体制
の強化・充実を確保するために必要な発言を行ってお
り、適切な役割を果たしております。

社外取締役 廣󠄁 野 郁 子

就任後、当期開催の取締役会11回のうち10回に出席し
ております。期待される役割に関して行った職務の概要
については、主に会社の経営を通じた豊富な経験と幅広
い知識に加え、マーケティング分野では、市場調査・顧
客ニーズに応じた商品開発や企画開発または環境対応な
どの幅広い知見から、取締役会において活発な審議に積
極的に参画し、経営体制の強化・充実を確保するために
必要な発言を行っており、適切な役割を果たしておりま
す。

社外取締役
監査等委員 児 玉 弘 仁

当期開催の取締役会全て（14回）に出席し、また、当期
開催の監査等委員会全て（14回）に出席しております。
期待される役割に関して行った職務の概要については、
主に会社経営に関する豊富な経験と幅広い知識から、意
思決定の適正性を確保するために必要な発言等を行って
おります。さらに取締役監査等委員として、豊富な知
見・客観的な観点から監査体制の強化を推進しており、
適切な役割を果たしております。

社外取締役
監査等委員 松 若 恵 理 子

当期開催の取締役会全て（14回）に出席し、また、当期
開催の監査等委員会全て（14回）に出席しております。
期待される役割に関して行った職務の概要については、
主に公認会計士としての豊富なキャリアと高い専門的知
見から、意思決定の適正性を確保するために必要な発言
等を行っております。さらに取締役監査等委員として、
豊富な知見・客観的な観点から監査体制の強化を推進し
ており、適切な役割を果たしております。

⑵　当期における主な活動状況
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Ⅴ　会計監査人の状況
1. 会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ

2. 当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額
⑴ 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

51,800千円
⑵ 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

51,800千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬

等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、上記金額には、これらの合計額を記載
しております。

2. 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査
を受けております。

3. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、監査計画の内容、職務執行状況や報酬見積もりの算出
根拠などを確認し検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第１項の同意を行っております。

3. 当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容
　該当事項はありません。

4. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、
その必要があると判断した場合に株主総会に提出する会計監査人の解
任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に
定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員会の同意に基
づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査
等委員会が選定した取締役監査等委員は、解任後最初に招集される株
主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い
たします。
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Ⅵ　会社の体制および方針
1. 業務の適正を確保するための体制
⑴ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制
①役員および従業員が法令および定款を遵守し実践するために行
動指針の１つである「コンプライアンス」体制を浸透させるた
めのコンプライアンス・ガイドブックを役員を含む全従業員に
配布し、研修等によりコンプライアンス・マインドの定着と高
揚を図っております。
②法令遵守の観点から、これに反する行為等を早期に発見し、是
正するためのグループ各社の役員および従業員を対象とした
「公益通報者（社内通報）規程」に従い、運営しております。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）を、法令
および社内規程に基づき保管しております。
②社内情報の管理については、「情報管理規程」および「個人情
報保護規程」に従い、情報のセキュリティ体制を整えております。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①事業活動におけるリスク管理を経営の最重要課題と認識し、
「リスク管理基本規程」に定めた体制作りおよび本社における
包括的・効率的リスクマネジメントの充実を図っております。
②防災体制を含む分類されたリスクの特定、評価、制御による管
理を実施し、これらの状況を定期的に検証し、リスク管理の実
効性を確保しております。
③リスク管理部門として、経営企画室が主幹となりリスクマネジ
メント委員会が関係部門と連携しこれに当たり、損失の危険の
ある重大な業務執行行為を発見したときは、取締役会、監査等
委員会に報告する体制を整えております。

⑷ 取締役の職務の遂行が効率的に行われることを確保するための体
制
①取締役会は、取締役会規程に従い、適切な運営を確保し、原則
月１回、その他必要に応じて随時開催し、適切な職務執行を実
施し、意思疎通を図るとともに、相互の業務執行を監督してお
ります。
②さらに、執行役員制度により、経営責任の明確化および意思決
定と業務遂行のスピードアップを図り執行役員が出席する経営
会議を原則３ヵ月に１回開催し、経営課題の審議と諸施策の遂
行に努めております。
③監査等委員ではない社外取締役と監査等委員会との情報交換会
を原則四半期に１回開催し、監査等委員ではない社外取締役が
その独立性に影響を受けることなく情報収集力の強化を図るこ
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とができるよう努めております。
⑸ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①関係会社管理規程を定め、経営企画室が主体となり、子会社の
経営上の重要事項を事前承認するとともに原則３ヵ月に１回経
営会議を開催し、経営管理を行っております。
②子会社の取締役会は、取締役会規程に従い適切な運営を確保
し、原則３ヵ月に１回、その他必要に応じて随時開催し適切な
職務執行を実施し、意思疎通を図るとともに相互の業務執行を
監督しております。

⑹ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた
場合における当該使用人に関する体制
内部統制監査室を監査等委員会の事務局とし、監査等委員会の
職務を補助させるとともに、その指示命令権および独立性を保
持するための人事異動等への同意権を有しております。

⑺ 取締役、使用人等及び子会社の取締役、監査役、使用人等が監査
等委員会に報告をするための体制
①監査等委員会は重要な会議に出席し、代表取締役および業務執
行を担当する取締役が行う経営意思決定と業務執行状況を監査
等委員会にて常にチェックできる体制を整えております。
②監査等委員会への別に定めた報告事項一覧に基づき、取締役お
よび従業員からの報告体制を整えております。
③当社グループの役員および従業員は、会社において法律違反行
為、不正行為が行われていることを知ったときは、「公益通報
者（社内通報）規程」に従い、直接または間接的に監査等委員
会に報告する体制を整えております。

⑻ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不
利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
当社監査等委員会へ報告した役員および従業員に対し、当該報
告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止
し、その旨を役員および従業員に周知徹底しております。

⑼ 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償
還の手続き、その他の監査費用等の処理に関する事項
①監査の方針、監査の方法、監査の費用の予算について、監査等
委員会がその職務を遂行するうえで必要と認めた事項につい
て、監査等委員会で決議しております。
②職務の執行のために生ずる費用について、監査等委員会から費
用の前払いの請求があれば、所定の手続きにより対応しており
ます。
③職務の遂行上、緊急または臨時に支出した費用については、事
後、当社に償還を請求することができる体制を整えております。

⑽ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制
監査等委員会と代表取締役との定期協議の機会を設け、また、
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会計監査人および監査等委員でない社外取締役、内部統制監査
室とそれぞれ定期的に意見交換および情報の交換を行い緊密な
連携をとっております。

　【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
当社では、上記基本方針に掲げた体制を整備するほか、当事業年
度におきましては、その基本方針に基づき以下を実施いたしまし
た。
①月１回開催される定時取締役会は、グループ全体の事業の健全
な発展と業務の適正化、経営課題等について討議しておりま
す。また、取締役会の決議があったとみなす書面決議が５回あ
りました。
②監査等委員会は14回開催され、代表取締役との意見交換を２回
行いました。また、監査等委員会は、取締役会ほか重要な会議
に出席し、会計監査人および内部監査部門との情報交換や情報
収集を行うなど、監査の実効性の確保に努めました。
③各部署の主要なメンバーにより構成されるリスクマネジメント
委員会を４回開催し、全社的なリスクマネジメント推進にかか
わる課題、対応策について協議を行いました。
④各部署の主要なメンバーにより構成される内部統制委員会を２
回開催し、各部からの内部統制にかかわる報告・連絡事項や、
内部統制監査の状況について協議を行いました。

2. 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務および事業の方針を支配する者のあり方に関
する基本方針については、特に定めておりません。

Ⅶ　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、今後の長期・安定的な事業展開に備え、企業体質の強化の
ために内部留保を高めつつ、株主各位に対して安定的かつ継続的な利
益の還元を行うことを基本方針としております。
　内部留保資金は、将来の企業価値の極大化に向けて、新規事業・生
産設備等に投資するなど長期的視点で考えてまいります。
　当期の期末配当金につきましては上記の方針を踏まえ、2025年２
月７日開催の取締役会において前期の１株当たり60円から10円増配
し１株当たり70円とし、支払開始日を2025年３月７日とすることを
決議いたしました。
------------------------------------------------------------------

（注）　本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
（2024年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

27,504,632
3,921,357
4,013,848
14,598,921
1,105,479
454,077
2,179,957
1,290,001
△59,012

49,032,998
24,188,279
6,462,447
7,031,742
9,222,092
1,471,996
2,929,456
2,575,209
354,247

21,915,262
21,481,996

73,147
387,076
△26,958
　

流 動 負 債 23,727,903
支払手形及び買掛金 12,475,939
電 子 記 録 債 務 2,889,509
短 期 借 入 金 3,555,963
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 10,303
未 払 法 人 税 等 657,819
賞 与 引 当 金 439,344
そ の 他 3,699,023
固 定 負 債 6,763,016
繰 延 税 金 負 債 3,912,635
退職給付に係る負債 2,502,918
資 産 除 去 債 務 76,758
そ の 他 270,702
負 債 合 計 30,490,919
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 35,050,211
資 本 金 4,000,000
資 本 剰 余 金 16,986,679
利 益 剰 余 金 14,876,879
自 己 株 式 △813,347

その他の包括利益累計額 10,804,191
その他有価証券評価差額金 9,679,190
為 替換算調整勘定 1,046,412
退職給付に係る調整累計額 78,588
新 株 予 約 権 8,370
非 支 配 株 主 持 分 183,938
純 資 産 合 計 46,046,711

資 産 合 計 76,537,630 負債純資産合計 76,537,630
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2024年 1 月 1 日から
2024年12月31日まで ） （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 62,530,539
売 上 原 価 50,650,879

売 上 総 利 益 11,879,660
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,144,812

営 業 利 益 1,734,848
営 業 外 収 益

受 取 利 息 39,532
受 取 配 当 金 368,697
為 替 差 益 204,583
助 成 金 収 入 102,838
そ の 他 208,090 923,742
営 業 外 費 用

支 払 利 息 144,879
固 定 資 産 除 却 損 14,583
そ の 他 10,083 169,547
経 常 利 益 2,489,043

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 627,028
固 定 資 産 売 却 益 1,961,911 2,588,940
特 別 損 失

減 損 損 失 336,178
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,180
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,032
支 払 経 済 補 償 金 267,620 609,012

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,468,971
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,414,126
法 人 税 等 調 整 額 45,616 1,459,742
当 期 純 利 益 3,009,228
非支配株主に帰属する当期純利益 22,118
親会社株主に帰属する当期純利益 2,987,110

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －



2025/02/19 17:36:48 / 24165950_ダイナパック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（ 2024年 1 月 1 日から
2024年12月31日まで ） （単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024年１月１日残高 4,000,000 16,986,679 12,490,173 △833,263 32,643,589
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △596,670 △596,670
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 2,987,110 2,987,110

自 己 株 式 の 取 得 △712 △712
自 己 株 式 の 処 分 △3,733 20,628 16,894
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 2,386,705 19,916 2,406,621
2024年12月31日残高 4,000,000 16,986,679 14,876,879 △813,347 35,050,211

その他の包括利益累計額
新　株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合　計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る 調 整
累　計　額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2024年１月１日残高 9,338,913 854,249 △21,337 10,171,825 8,370 86,019 42,909,805
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △596,670
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 2,987,110

自 己 株 式 の 取 得 △712
自 己 株 式 の 処 分 16,894
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 340,276 192,163 99,925 632,365 － 97,918 730,284

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 340,276 192,163 99,925 632,365 － 97,918 3,136,905
2024年12月31日残高 9,679,190 1,046,412 78,588 10,804,191 8,370 183,938 46,046,711

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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製 品 主として総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

仕 掛 品 主として個別法に基づく原価法または総平均法に基づ
く原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1.　連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数 16社
⑵　主要な連結子会社の名称 土岐ダイナパック株式会社

DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD.
DYNAPAC(HAIPHONG)CO.,LTD.

2.　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用関連会社の数 １社
⑵　持分法適用関連会社の名称 株式会社大成

3.　連結の範囲の変更に関する事項
　当社は、2024年３月８日付でVietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock 
Companyの株式を取得したことにともない、当連結会計年度より連結の範囲に
含めております。なお、前連結会計年度において連結の範囲に含めておりました
株式会社城西および城西パック株式会社は、2024年７月１日付で旭段ボール株
式会社に吸収合併されたことにともない、連結の範囲から除外しております。

4.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

5.　会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　デリバティブ

時価法
③　棚卸資産
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連結注記表

原 材 料 主として総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

貯 蔵 品 主として最終仕入原価法

① 貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の
当連結会計年度に対応する額を計上しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
　なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。
建物及び構築物 15～47年
機械装置及び運搬具 ４～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

③　リース資産　　　　　定額法
⑶　重要な引当金の計上基準

⑷　収益及び費用の計上基準
　包装材関連事業においては、主に段ボールの製造および販売を行っており、
顧客との販売契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。当
該履行義務は、製品等の引き渡し時点において顧客が当該製品等の支配を獲得
することから、履行義務が充足されると判断しており、当事業における製品等
の販売については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。
　なお、当社および連結子会社が顧客より有償にて原材料等の支給を受けそれ
を加工して当該顧客に販売する取引については、顧客からの受給額を販売額か
ら控除して収益を認識しております。
　また、契約における対価は製品等に対する支配が顧客に移転した時点から１
年以内には支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれており
ません。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職
給付に係る負債として計上しております。
　退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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減損損失 336,178千円

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（15年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調
整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整
累計額に計上しております。

⑹　重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準
　在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の
要件を満たしているため振当処理によっております。
　なお、連結会社間取引に付された為替予約については、時価評価を行い、
当連結会計年度の損益として処理しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

為替予約取引
（ヘッジ対象）

外貨建債権
③　ヘッジ方針

　主として社内の管理規程に基づき、為替変動リスクについてヘッジしてお
ります。

④　ヘッジ有効性の評価の方法
　為替予約締結時に、外貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を対応
させているため、ヘッジ開始時およびその後も継続して相場変動を完全に相
殺するものと想定され、ヘッジの有効性の評価は省略しております。

⑻　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは９～10年間で均等償却することとしております。

（会計上の見積りに関する注記）
1.　固定資産の減損

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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のれん 2,575,209千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき資産の用
途により、事業用資産については主に独立した会計単位である事業所単位で、
賃貸用資産については不動産賃貸契約単位で、遊休資産および処分予定資産に
ついては資産単位で、資産のグルーピングを行っております。
　有形固定資産および無形固定資産について、資産または資産グループに減損
の兆候が存在する場合に減損損失を認識するかどうかの判定を行っておりま
す。減損損失を認識すべきと判断された資産または資産グルーピングについて
は、回収可能価額を見積り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失と
して特別損益に計上します。
　回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額を用いてお
り、正味売却価額は外部専門家等が算定した評価額等から、処分費用見込額等
を控除した金額を用いております。
　また、使用価値は、経営者によって承認された事業計画等を基礎として見積
もった将来キャッシュ・フローを所定の割引率で現在価値に割り引いた価額を
用いております。
　当連結会計年度末において、Dynapac GF(Malaysia)Sdn.Bhd.および多治
見ダイナパック㈱は得意先からの受注が低調に推移したこと等により、経営環
境に著しい悪化が生じていること等を背景に減損の兆候があると判断しており
ます。
　Dynapac GF(Malaysia)Sdn.Bhd.については、減損損失の認識の判定にお
いて、固定資産の正味売却価額および将来計画より予測される同社の資産グル
ープから得られる、割引前キャッシュ・フロー総額が当該事業の資産グループ
の帳簿価額を上回ることから、減損損失の認識は不要と判断しておりますが、
多治見ダイナパック㈱については同社の資産グループから得られる、割引前将
来キャッシュ・フロー総額が当該事業の資産グループの帳簿価額を下回ること
から、減損損失の認識が必要との判断をしており、減損損失を336,178千円計
上しております。
　なお、減損の兆候の判定および減損損失の認識の要否の判定については、事
業計画等を基礎としており、最善の見積りを行っておりますが、市場環境等の
変化または仮定に変化が生じた場合には、減損損失を計上する可能性がありま
す。

2.　のれんの評価
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

－ 30 －



2025/02/19 17:36:48 / 24165950_ダイナパック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

1.　有形固定資産の減価償却累計額 43,079,082千円

受 取 手 形 265,416千円
支払手形及び買掛金 17,277千円
電 子 記 録 債 務 116,437千円

投 資 有 価 証 券 88,350千円

支払手形及び買掛金 146,790千円

　のれんに減損の兆候が認められる場合には、当連結会計年度末における事業
計画をベースに算定された割引前キャッシュ・フローの総額と、のれんを含む
より大きな単位での資産グループ合計の簿価との比較により、減損を認識する
か否かを判断します。
　当該資産の評価に関する、回収可能価額、正味売却価額および使用価値の内
容については、「１．固定資産の減損」と同様です。
　当連結会計年度において連結貸借対照表に計上されているのれんの金額は、
2020年１月に㈱小倉紙器の株式を、2024年３月にVietnam TKT Plastic 
Packaging Joint Stock Companyの株式を、それぞれ取得したことにともな
い計上されたものであり、いずれも売上高の増加等の将来の超過収益力を見越
して企業結合の対価が被取得企業の時価を大きく超える金額にて取得しており
ます。
　当連結会計年度末において回収可能価額が帳簿価額を上回っていることか
ら、減損損失の認識は不要であると判断しておりますが、その見積りの前提条
件等に変化が生じた場合には、減損処理が必要となる場合があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

2.　連結会計年度末日満期手形の会計処理
　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって行っておりま
す。なお、当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、当連結会計年度末日満
期手形が次の科目に含まれております。

３.　担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

（連結損益計算書に関する注記）
1.　顧客との取引から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分
して記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結計算書
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場所 用途 種類 減損損失

岐阜県多治見市 事業用資産

建物及び構築物 40,534千円
機械装置及び運搬具 194,213千円
土地 89,387千円
その他有形固定資産 8,436千円
その他無形固定資産 3,605千円

類（収益認識に関する注記）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」
に記載しております。

2.　投資有価証券売却益
　当連結会計年度において、当社および当社の子会社の保有する政策保有株式1
銘柄について、公開買付けに応募したことにともない投資有価証券売却益を計上
したものであります。

3.　固定資産売却益
　当社の連結子会社である泰納包装（蘇州）有限公司の工場が中国政府の収用対
象となりましたが、収用対象資産の中国政府への引き渡しが2024年５月６日に
完了したことにともない、収用に係る補償金の入金額と、引き渡し対象資産の帳
簿価額との差額を固定資産売却益として計上したものであります。

4.　減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき資産の用途
により、事業用資産については主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸
用資産については不動産賃貸契約単位で、遊休資産および処分予定資産について
は資産単位で、資産のグルーピングを行っております。

5.　支払経済補償金
　当社の連結子会社である泰納包装（蘇州）有限公司の工場が中国政府による収
用対象となり、工場の移転計画に合わせ社員との雇用契約を見直したことにとも
ない、2024年１月31日付で在籍している社員に支給した経済補償金となりま
す。
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普 通 株 式 10,322,591株

決 議 株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2024年２月８日
取締役会 普通株式 596,670 60 2023年

12月31日
2024年

３月11日

①　配当の原資 利益剰余金
②　配当金の総額 696,743千円
③　１株当たり配当金 70円
④　基準日 2024年12月31日
⑤　効力発生日 2025年３月７日

普 通 株 式 7,000株

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

2.　配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの
　2025年２月７日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり決議いたしました。

3. 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び総数

（金融商品に関する注記）
1.　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備計画等に基づき資金繰り計画を立案し、必要な資金は
銀行借入で調達しております。また、通常の事業活動においては、資金繰り予
定表で資金の管理をし、短期的な運転資金については必要に応じて銀行借入で
調達しております。
　デリバティブ取引は、社内管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしてお
ります。
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連結貸借対照表
計上額（注）１

時 価
（ 注 ） １ 差 額

投資有価証券 21,359,938 21,359,938 －
長期借入金(注)２ (10,303) (10,268) 34
デリバティブ取引(注)3 (108,087) (108,087) －

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形および売掛金は顧客の信用リスクにさらされており
ます。当該リスクに関しましては、定期的に顧客の信用状況を確認していると
ともに、新規取引発生時においては顧客の信用状況について社内で審議および
承認を徹底し、取引先ごとに限度額を設定し債権管理を行っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、これらは市
場価格変動のリスクにさらされております。
　営業債務である支払手形及び買掛金および電子記録債務の支払期日は１年以
内となっております。
　なお、営業債権、投資有価証券および営業債務の一部に外貨建のものが含ま
れており、為替変動リスクにさらされております。
　資金調達については、短期借入金は営業取引および投資に伴う資金調達であ
り、長期借入金は主に設備投資に伴う資金調達であります。なお、契約先は信
用度の高い国内金融機関であり、相手先の契約不履行リスクはほとんどないと
認識しております。
　また、営業債務や資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行でき
なくなるリスク）については、月次の資金繰り予定表を作成し、随時更新する
ことにより管理しております。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は含まれており
ません。(（注）４をご参照ください。）また、「現金及び預金」、「受取手
形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入
金」および「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

(単位：千円)

（注）1. 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
2.　1年内返済予定の長期借入金を含めております。
3.　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おります。
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区　　　分 連結貸借対照表計上額
その他有価証券

非上場株式 122,057

レベル１の時価： 同一の資産または負債の活発な市場における（無調整
の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察
可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時
価

区分 時　　価 合 計レベル１ レベル２ レベル3
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 21,359,938 － － 21,359,938

資産計 21,359,938 － － 21,359,938
デリバティブ取引
　通貨関連 － 108,087 － 108,087

負債計 － 108,087 － 108,087

区分 時　　価 合 計レベル１ レベル２ レベル3
長期借入金 － 10,268 － 10,268

負債計 － 10,268 － 10,268

4.　市場価格のない株式等
(単位：千円)

３.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。
⑴　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

(単位：千円)

⑵　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
(単位：千円)

（注）　時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
資　産
⑴　投資有価証券

　投資有価証券の時価について、上場株式は相場価格を用いて評価して
おります。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ
ベル１の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
1,273,578 △12,852 1,260,726 5,654,400

連結損益計算書計上額
賃貸収入 賃貸費用 差　　額 その他損益

323,897 54,878 269,018 －

負　債
⑵　長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行
った場合に想定される利率で割引いた現在価値で評価しており、レベル
２の時価に分類しております。

⑶　デリバティブ取引
　為替予約の時価は、先物市場価格によって評価をしているため、レベ
ル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
　当社は、東京都、名古屋市およびその他の地域において、賃貸用マンション、賃貸
用倉庫および賃貸用地などを有しております。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表
計上額および当連結会計年度末の時価は次のとおりであります。

(単位：千円)

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累
計額を控除した金額であります。

2. 当連結会計年度増減額のうち、増加額は賃貸等不動産の取得400千円、減
少額は減価償却費△13,252千円であります。

3. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて
自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）でありま
す。

　また、賃貸等不動産に関する2024年12月期における損益は次のとおりでありま
す。

(単位：千円)

（注）　賃貸収入および賃貸費用は、賃貸料収入とこれに対応する費用（減価償却
費、保険料、租税公課等）であり、それぞれ「売上高」および「売上原
価」に計上しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
合　計

包装材関連事業 不動産賃貸事業

主要な財又はサービスのライン

段ボール 46,947,669 － 46,947,669

印刷紙器 6,443,839 － 6,443,839

軟包装材 6,198,879 － 6,198,879

その他 2,616,254 － 2,616,254

顧客との契約から生じる収益 62,206,642 － 62,206,642

その他の収益 － 323,897 323,897

外部顧客への売上高 62,206,642 323,897 62,530,539

(単位：千円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権の残高（期首残高） 17,566,029
顧客との契約から生じた債権の残高（期末残高） 18,612,769

１ 株 当 た り 純 資 産 額 4,606円87銭
１株当たり当期純利益 300円19銭

（収益認識に関する注記）
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

2.　収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　５　会計
方針に関する事項　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.　当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　顧客との契約から生じた債権の残高

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務
上の便法を適用し、当初予想される契約期間が１年以内のみであることから、
注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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（企業結合等関係）
取得による企業結合
1.　企業結合の概要

⑴　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：Vietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock

Company
事業の内容：軟包装の製造販売

⑵　企業結合を行った主な理由
　当社は、中期経営計画で掲げている海外事業の「持続的成長」に取り組んで
おります。ベトナムは今後とも経済成長（2023年度ＧＤＰ成長率５％、2024
年度目標６％）が期待されており、現行の段ボール製造に加え軟包装製造機能
を持つことにより、拡大する包装資材需要をさらに取り込んでいけるものと考
えております。このため、現地包装メーカーである同社株式を取得することと
しました。

⑶　企業結合日
2024年３月８日（株式取得日）
2024年３月31日（みなし取得日）

⑷　企業結合の法的形式
現金及び預金を対価とした株式の取得

⑸　結合後企業の名称
変更はありません。

⑹　取得した議決権比率
90％

⑺　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金及び預金を対価として株式を取得したことによるものであります。

2.　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2024年４月１日～2024年12月31日
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取得の対価 現金及び預金 517,755百万ベトナムドン
取得原価 517,755百万ベトナムドン

流 動 資 産 205,838百万ベトナムドン
固 定 資 産 121,978
資 産 合 計 327,817
流 動 負 債 188,043
固 定 負 債 14,415
負 債 合 計 202,459

3.　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

4.　主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー等に対する報酬および手数料等：206,414千円

5.　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

⑴　発生したのれんの金額
2,473,112千円
　なお、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産およ
び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していな
いため、入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

⑵　発生原因
　主としてVietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock Companyがベト
ナムにおいて営む軟包装事業の生産の効率化および販売の拡大等のシナジー効
果によって将来において期待される超過収益力によるものであります。

⑶　償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

6.　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2024年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
電 話 加 入 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
従業員に対する長期貸付金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

17,979,428
117,073

2,684,958
9,843,417

480,596
174,614
812,027

1,666,121
2,200,620
45,511,853
13,831,149
2,865,392

72,892
2,439,669

8,472
426,477

7,968,315
43,788
6,140

267,762
73,206
47,702

134,671
12,181

31,412,941
21,384,642
6,459,562

310
1,511,758

1,115
3,228,822

513
3,531

112,892
112,654

3,691
△ 1,406,553　

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 18,949,570

支 払 手 形 8,049
買 掛 金 10,380,653
電 子 記 録 債 務 2,210,087
短 期 借 入 金 2,663,620
リ ー ス 債 務 15,068
未 払 金 578,173
未 払 費 用 1,821,889
未 払 法 人 税 等 466,566
預 り 金 224,826
賞 与 引 当 金 348,500
そ の 他 232,136
固 定 負 債 6,049,975

リ ー ス 債 務 32,609
繰 延 税 金 負 債 3,495,209
退 職 給 付 引 当 金 2,264,776
長 期 預 り 保 証 金 210,123
資 産 除 去 債 務 44,211
長 期 未 払 金 3,044
負 債 合 計 24,999,546
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 28,810,012
資 本 金 4,000,000
資 本 剰 余 金 16,986,679

資 本 準 備 金 16,986,679
利 益 剰 余 金 8,636,680

利 益 準 備 金 1,246,759
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,389,920

固定資産圧縮積立金 1,370,401
別 途 積 立 金 9,160,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △ 3,140,480

自 己 株 式 △ 813,347
評価・換算差額等 9,673,352

その他有価証券評価差額金 9,673,352
新 株 予 約 権 8,370
純 資 産 合 計 38,491,735

資 産 合 計 63,491,281 負 債 純 資 産 合 計 63,491,281
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（ 2024年 1 月 1 日から
2024年12月31日まで ） （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 37,574,335
売 上 原 価 30,391,524

売 上 総 利 益 7,182,810
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,095,559

営 業 利 益 1,087,251
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 590,461
為 替 差 益 81,056
そ の 他 123,017 794,534
営 業 外 費 用

支 払 利 息 80,138
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 246,000
固 定 資 産 除 却 損 8,830
そ の 他 8,503 343,472
経 常 利 益 1,538,313

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 464,574 464,574
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,180
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,032
関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,200 15,413
税 引 前 当 期 純 利 益 1,987,473
法人税、住民税及び事業税 658,750
法 人 税 等 調 整 額 △ 63,866 594,883
当 期 純 利 益 1,392,590

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2024年 1 月 1 日から

2024年12月31日まで ） （単位：千円）
株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2 0 2 4 年 1 月 1 日 残 高 4,000,000 16,986,679 16,986,679 1,246,759 1,405,752 9,160,000 △ 3,968,016 7,844,495
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 596,670 △ 596,670
当 期 純 利 益 1,392,590 1,392,590
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △ 3,733 △ 3,733
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △35,350 35,350 －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － △35,350 － 827,536 792,185
2 0 2 4 年 1 2 月 3 1 日 残 高 4,000,000 16,986,679 16,986,679 1,246,759 1,370,401 9,160,000 △ 3,140,480 8,636,680

株　主　資　本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合　　計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2 0 2 4 年 1 月 1 日 残 高 △ 833,263 27,997,911 9,315,098 9,315,098 8,370 37,321,379
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 596,670 △ 596,670
当 期 純 利 益 1,392,590 1,392,590
自 己 株 式 の 取 得 △ 712 △ 712 △ 712
自 己 株 式 の 処 分 20,628 16,894 16,894
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

358,254 358,254 － 358,254

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 19,916 812,101 358,254 358,254 － 1,170,356
2 0 2 4 年 1 2 月 3 1 日 残 高 △ 813,347 28,810,012 9,673,352 9,673,352 8,370 38,491,735

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.　資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 　　　　移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 　時価法
⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法

製　　　　　品 総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

仕　　掛　　品 個別法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

原　　材　　料 総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

貯　　蔵　　品 最終仕入原価法

2.　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物 15～47年
機械及び装置 ４～17年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

⑶　リース資産 定額法
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3.　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額
の当事業年度に対応する額を計上しております。

⑶　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ
る定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各期の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

4.　収益及び費用の計上基準
　包装材関連事業においては、主に段ボールの製造および販売を行っており、顧客
との販売契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義
務は、製品等の引き渡し時点において顧客が当該製品等の支配を獲得することか
ら、履行義務が充足されると判断しており、当事業における製品等の販売について
は、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。
　なお、当社が顧客より有償にて原材料等の支給を受けそれを加工して当該顧客に
販売する取引については、顧客からの受給額を販売額から控除して収益を認識して
おります。
　また、契約における対価は製品等に対する支配が顧客に移転した時点から１年以
内には支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

５.　重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要
件を満たしているため振当処理によっております。
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減損損失 －千円

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）
為替予約

（ヘッジ対象）
外貨建債権

⑶　ヘッジ方針
　主として社内管理規程に基づき、為替変動リスクについてヘッジしておりま
す。

⑷　ヘッジ有効性の評価
　為替予約締結時に、外貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を対応さ
せているため、ヘッジ開始時およびその後も継続して相場変動を完全に相殺す
るものと想定され、ヘッジ有効性の評価は省略しております。

６.　その他計算書類作成のための基本となる事項
退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額
の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なってお
ります。

（会計上の見積りに関する注記）
1.　固定資産の減損

⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき資産の用途によ
り、事業資産については主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用資
産については不動産賃貸契約単位で、遊休資産および処分予定資産については
資産単位で、資産のグルーピングを行っております。
　有形固定資産および無形固定資産について、資産または資産グループに減損
の兆候が存在する場合に減損損失を認識するかどうかの判定を行っておりま
す。減損損失を認識すべきと判断された資産または資産グルーピングについて
は、回収可能価額を見積り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失と
して特別損益に計上します。
　回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額を用いてお
り、正味売却価額は外部専門家等が算定した評価額等から、処分費用見込額等
を控除した金額を用いております。
　また、使用価値は、経営者によって承認された事業計画等を基礎として見積

－ 45 －



2025/02/19 17:36:48 / 24165950_ダイナパック株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

関 係 会 社 株 式 6,459,562千円
関 係 会 社 出 資 金 1,511,758千円
関係会社株式評価損 10,200千円

もった将来キャッシュ・フローを所定の割引率で現在価値に割引いた価額を用
いております。
　なお、減損の兆候の判定および減損損失の認識の要否の判定については、事
業計画等を基礎として、最善の見積りを行っておりますが、市場環境の変化ま
たは会社の経営の状況により、見積り額の前提とした条件または仮定に変化が
生じた場合には、減損損失を計上する可能性があります。

2.　関係会社に対する投資の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式および関係会社出資金については、その実質価額が帳簿価額を
著しく下回った場合、将来計画に基づき、回収可能性が十分な証拠によって裏
付けられる場合を除き、評価損を計上しております。
　「連結計算書類　（会計上の見積りに関する注記）　２．のれんの評価」に
記載のとおり、2020年１月に取得した㈱小倉紙器および2024年３月に取得し
たVietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock Companyの、それぞれの
実質価額について、将来計画に基づき回収可能性が十分にあると判断している
ため、評価損の計上は不要であると判断しておりますが、その他の関係会社に
対する投資を含め関係会社の業績の悪化等により財務状態が悪化した場合に
は、株式または出資金の評価損の計上が必要となる場合があります。
　なお、当事業年度においては沼津ダイナパック㈱の業績の悪化にともない、
その実質価額が帳簿価額を著しく下回ったため関係会社株式評価損を10,200
千円計上しております。
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短 期 金 銭 債 権 3,611,183千円
長 期 金 銭 債 権 3,228,822千円
短 期 金 銭 債 務 527,961千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 28,435,743千円

投 資 有 価 証 券 88,350千円

買 掛 金 146,790千円

受 取 手 形 147,371千円
電 子 記 録 債 務 81,551千円

売 上 高 1,103,387千円
仕 入 高 1,959,137千円
その他の営業取引高 129,650千円
営業取引以外の取引高 237,116千円

普 通 株 式 369,111株

（貸借対照表に関する注記）
1.　関係会社に対する金銭債権・債務

3.　担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

4.　期末日満期手形の会計処理
　決算期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって行っております。な
お、当事業年度の末日は金融機関が休日のため、当期末日満期手形が次の科目に
含まれております。

（損益計算書に関する注記）
1.　関係会社との取引高

2.　投資有価証券売却益
　当事業年度において、当社の保有する政策保有株式１銘柄について、公開買付
けに応募したことにともない投資有価証券売却益を計上したものであります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
未 払 事 業 税 54,030千円
貸 倒 引 当 金 430,405千円
賞 与 引 当 金 106,641千円
退 職 給 付 引 当 金 802,367千円
減 損 損 失 179,365千円
投資有価証券評価損 407,763千円
関係会社株式評価損 551,268千円
出 資 金 評 価 損 154,279千円
そ の 他 168,231千円

繰延税金資産小計 2,854,353千円
評 価 性 引 当 額 △1,709,666千円

繰延税金資産合計 1,144,687千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △613,785千円
その他有価証券評価差額金 △4,023,262千円
そ の 他 △2,848千円

繰延税金負債合計 △4,639,896千円
繰延税金負債の純額 △3,495,209千円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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建　　物 構築物 合　　計
取 得 価 額 611,887千円 8,112千円 620,000千円
減価償却累計額 320,145千円 8,112千円 328,257千円
期 末 残 高 291,742千円 0千円 291,742千円

１ 年 以 内 18,738千円
１ 年 超 348,457千円
合 計 367,195千円

受 取 リ ー ス 料 17,582千円
減 価 償 却 費 10,645千円
受 取 利 息 相 当 額 25,303千円

１ 年 以 内 280,880千円
１ 年 超 2,951,350千円
合 計 3,232,231千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
(貸主側)
1.　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

2.　未経過リース料期末残高相当額

3.　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

4.　利息相当額の算定方法
　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を控除した額を
利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

オペレーティング・リース取引
(貸主側)

未経過リース料期末残高
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種類 会社等
の名称 住所

資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

主要
株主

(法人)
カゴメ㈱ 名古屋市

中区
百万円
19,985

調味食品、
保存食品、
飲料、その
他の食品の
製造・販売
種苗、青果
物の仕入・
生産・販売

所有
直接
4.8

被所有
直接
16.8

製品の販売

段ボール、
印刷紙器製
品等の販売

(注)

3,539,750 売掛金 1,281,458

種類 会社等
の名称 住所

資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社

多治見ダイナ
パック㈱

岐阜県
多治見市

千円
60,000

包装資材の
製造・販売

所有
100

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
(注)

資金の貸付
608,000

資金の回収
584,000

利息の受取
9,590

長期貸付金 647,000

その他の
流動資産 836

DYNAPAC
(HAIPHONG)

CO.,LTD.

HAIPHONG
VIETNAM

百万ﾍﾞﾄﾅﾑ
ﾄﾞﾝ

169,629

包装資材の
製造・販売

所有
100

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
(注)

資金の貸付
539,325

資金の回収
922,063

利息の受取
12,856

短期貸付金 553,630

その他の
流動資産 4,345

DYNAPAC
PACKAGING 

TECHNOLOGY
(PHILIPPINES)

INC.

BATANGAS
PHILIPPINES

千ﾌｨﾘﾋﾟﾝ
ﾍﾟｿ

36,000

包装資材の
製造・販売

所有
100 資金の貸付 資金の貸付

(注)

貸倒引当金
の繰入
37,000

長期貸付金 357,803
貸倒引当金 354,691
その他の
固定資産 3,691

DYNAPAC
(M)SDN.BHD.

SEREMBAN
N.S.D.K.

MALAYSIA

千ﾏﾚｰｼｱ
ﾘﾝｷﾞｯﾄ
12,756

包装資材の
製造・販売

所有
100 資金の貸付 資金の貸付

(注)

貸倒引当金
の繰入
25,000

長期貸付金 1,115,169

貸倒引当金 364,000

DYNAPAC GF
(MALAYSIA)
SDN.BHD.

MELAKA
MALAYSIA

千ﾏﾚｰｼｱ
ﾘﾝｷﾞｯﾄ
7,000

包装資材の
製造・販売

所有
100

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
(注)

資金の貸付
1,108,850
資金の回収

938,060
貸倒引当金

の繰入
184,000

利息の受取
16,515

長期貸付金 1,108,850

貸倒引当金 667,000

VIETNAM
 TKT

PLASTIC
PACKAGING

JOINT STOCK
COMPANY

BINH
DUONG

PROVINCE
VIETNAM

百万ﾍﾞﾄﾅﾑ
ﾄﾞﾝ

50,000

包装資材の
製造・販売

所有
89.98

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
(注)

資金の貸付
856,360

利息の受取
5,863

短期貸付金 869,990

その他の
流動資産 5,863

（関連当事者との取引に関する注記）
⑴　親会社及び法人主要株主等

（注）　取引条件ないし取引条件の決定方針等
上記の取引のうち、段ボール、印刷紙器製品等の販売については市場価格、総
原価を勘案して、価格交渉の上決定しております。

⑵　子会社等
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１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,866円32銭
１株当たり当期純利益 139円95銭

（注）　子会社に対する貸付金は、それぞれの会社の資金繰りを考慮し必要に応じて随
時運転資金として貸付けているものであり、資金調達の安定化および調達コス
トの低減を目的として行っているものであります。なお、金利につきましては
当社が調達する際の市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類
（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）

（企業結合等関係）
　取得による企業結合
　連結計算書類（企業結合等関係）に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 晴 久
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 近 藤 巨 樹

2025年２月18日
ダイナパック株式会社
 取 締 役 会 御 中 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
 　　　名　古　屋　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ダイナパック株式会社の2024年

１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、ダイナパック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 晴 久
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 近 藤 巨 樹

2025年２月18日
ダイナパック株式会社
 取 締 役 会 御 中 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
 　　　名　古　屋　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダイナパック株式会社の

2024年１月１日から2024年12月31日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2024年1月1日から2024年12月31日までの第63期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告
いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取
締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けるとともに、主要な子会社及びその工場において業務
及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査等委員 後 藤 禎 夫
監 査 等 委 員 児 玉 弘 仁
監 査 等 委 員 松 若 恵 理 子

2025年２月18日
ダイナパック株式会社　監査等委員会

(注) 監査等委員児玉弘仁及び監査等委員松若恵理子は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

１

さ い と う
齊　藤　

こ う じ
光　次

(1958年１月17日生)

    1988年    7 月 日本ハイパック㈱入社
    1990年    12月 同社取締役監査室長
    1992年    12月 同社常務取締役
    1996年    6 月 同社代表取締役副社長
    2000年    6 月 同社専務取締役
    2002年    6 月 同社代表取締役副社長
    2004年    6 月 同社代表取締役社長
    2005年    1 月 当社代表取締役（現任）

当社取締役副社長
2022年    1 月 当社取締役社長（現任）

177,134株

【取締役候補者とした理由】
齊藤光次氏は、2005年から代表取締役を務めており、国内外の当社グループ経営の経験
も豊富で、当業界にも精通していることから、当社取締役として適任であると判断し取
締役候補者としております。

株主総会参考書類
議案および参考事項

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案に
おいて同じ。）７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり
ますので、社外取締役３名を含む取締役７名の選任をお願いするもの
であります。
　本議案に関しましては、当社の監査等委員会は任意の指名委員会の
議事等を確認し、検討を行いました。その結果、各候補者の当事業年
度における業務執行状況および業績等を勘案し、全ての候補者につい
て適任であると判断しております。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

２

し の お か
篠　岡　

な お ひ さ
尚　久

(1960年11月９日生)

    1985年    4 月 カゴメ㈱入社
    2012年    4 月 同社経営企画本部財務経理部長
    2017年    10月 同社部長カゴメアクシス㈱代表

取締役社長
    2018年    4 月 同社執行役員カゴメアクシス㈱

代表取締役社長
    2019年    10月 当社入社
    2019年    10月 当社常勤顧問社長補佐
    2020年    1 月 当社常務執行役員経営企画本部

副本部長
    2020年    3 月 当社取締役常務執行役員管理本

部長
2022年    3 月 当社取締役専務執行役員管理本

部長
2024年    1 月 当社取締役専務執行役員社長補

佐（現任）
2024年    3 月 当社代表取締役（現任）

12,356株

【取締役候補者とした理由】
篠岡尚久氏は、会社の経営を通じた豊富な経験と幅広い知識に加え、財務・経理分野に
おける経験、実績および知見を有していることから、取締役として適任であると判断し
取締役候補者としております。

３

は ら
原　　　　

しげる
　茂

(1966年10月14日生)

    1993年    4 月 新生パッケージ㈱（現土岐ダイ
ナパック㈱）入社

    2003年    1 月 大日本紙業㈱入社
    2014年    1 月 当社経営企画本部総務部長
    2016年    1 月 当社松本事業所長
    2017年    1 月 当社理事松本事業所長
    2018年    7 月 当社理事みよし事業所長
    2020年    4 月 当社執行役員みよし事業所長
    2024年    1 月 当社執行役員管理本部長
    2024年    3 月 当社取締役執行役員管理本部長

(現任)

14,261株

【取締役候補者とした理由】
原茂氏は、当社入社以来、経営企画部門および総務部門などの管理部門の業務に従事
し、豊富な経験と幅広い知識に加え、複数の事業所の責任者として、経営の一翼を担う
経験をしていることなどから、当社取締役として適任であると判断し取締役候補者とし
ております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式
の 数

４

あ
青

お
　

き
木

 

　
ひ ろ あ つ
大　篤

(1968年７月６日生)

    1995年    8 月 日本ハイパック㈱入社
    2014年    1 月 当社経営企画本部経営企画室長
    2016年    1 月 当社福島事業所長
    2017年    1 月 当社理事福島事業所長
    2018年    4 月 当社理事つくば事業所長
    2020年    1 月 当社理事Dynapac(Hanoi)

Co.,Ltd. General Director
兼　Dynapac(Haiphong)
Co.,Ltd. General Director

    2020年    4 月 当社執行役員Dynapac
(Hanoi)Co.,Ltd. General
Director　兼　Dynapac
(Haiphong)Co.,Ltd.
General Director

    2024年    1 月 当社執行役員企画本部長
    2024年    3 月 当社取締役執行役員企画本部長(現

任)

8,721株

【取締役候補者とした理由】
青木大篤氏は、海外子会社の経営を通じた豊富な経験と幅広い知識に加え、経営企画部
門における経験、実績および知見を有していることから、取締役として適任であると判
断し取締役候補者としております。

５

ふ か い
深　井　

や す ひ ろ
靖　博

(1959年１月30日生)

    1986年    4 月 名古屋弁護士会（現愛知県弁護士
会）登録

    1986年    4 月 鈴木大場合同法律事務所（現大場鈴
木堀口合同法律事務所）入所

    1991年    4 月 米国ニューヨーク州弁護士登録
    2004年    9 月 愛智法律事務所開設弁護士（現任）
    2017年    3 月 当社社外取締役（現任）

－株

「重要な兼職の状況」
愛智法律事務所　弁護士

【社外取締役候補者とした理由】
深井靖博氏は、社外役員となること以外で会社の経営に関与したことはありませんが、
弁護士としての豊富なキャリアと企業法務に係る高い専門的知見を有しており、当社グ
ループの経営に対して専門的な観点からの助言や業務執行に対する適切な監督を頂いて
おり、社外取締役として適任であると判断し社外取締役候補者としております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式
の 数

６

ひ
廣󠄁

ろ
　

の
野　

い く こ
郁　子

(1963年６月24日生)

    1986年    4 月 ㈱リクルート入社
    1993年    4 月 兵庫県立神戸生活科学センター入所
    1997年    6 月 三菱電機㈱入社
    2000年    4 月 四条畷学園短期大学非常勤講師
    2001年    12月 ㈲アイ・キューブ設立代表取締役
    2006年    3 月 ㈱アイ・キューブに改組代表取締役
    2020年    3 月 ㈱アイ・キューブ取締役社長（現

任）
    2024年    3 月 当社社外取締役（現任）

－株

「重要な兼職の状況」
㈱アイ・キューブ　取締役社長

【社外取締役候補者とした理由】
廣󠄁野郁子氏は、会社の経営を通じた豊富な経験と幅広い知識に加え、マーケティング分
野では、市場調査・顧客ニーズに応じた商品開発や企画開発または環境対応などにおい
て幅広い知見を有しており、当社の経営全般、ならびに商品開発やマーケティングに対
して、助言・指導を頂いており、社外取締役として適任であると判断し社外取締役候補
者としております。

※
7

す ぎ や ま
杉　山　

し げ か ず
繁　和

(1962年６月８日生)

    1987年    4 月 ライオン㈱入社
    1996年    10月 日本コダック㈱入社
    1999年    1 月 日本ケロッグ㈱入社
    2001年    4 月 日本コカ・コーラ㈱入社
    2009年    4 月 ㈱資生堂入社
    2012年    4 月 同社執行役員
    2017年    1 月 同社執行役員常務
    2017年    1 月 資生堂ジャパン㈱代表取締役社長
    2020年    1 月 同社副会長
    2020年    6 月 SENマーケティング事務所設立代表

（現任）
    2023年    11月 ラフラインホールディングス㈱社外

取締役（現任）

－株

「重要な兼職の状況」
SENマーケティング事務所　代表
ラフラインホールディングス㈱　社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
杉山繁和氏は、会社の経営を通じた豊富な経験と幅広い知識に加え、経営戦略やマーケ
ティング活動における深い知見を有しており、当社の経営体制の強化・充実を図るた
め、経営全般に対して助言・提言を頂けるものと考え、社外取締役として適任であると
判断し社外取締役候補者としております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

（注）1. 各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
2. 深井靖博氏は社外取締役候補者であり、同氏が社外取締役に選任された場合

に果たすことが期待される役割は、当社グループの経営に対して、専門分野
での豊富なキャリアと高い知見からの助言や業務執行に対する適切な監督を
頂くことであります。

3. 廣󠄁野郁子氏は社外取締役候補者であり、同氏が社外取締役に選任された場合
に果たすことが期待される役割は、当社の経営体制の強化・充実を図るた
め、経営全般に対し、幅広い経験と専門分野での高い知見から助言・提言を
頂くことであります。

4. 杉山繁和氏は社外取締役候補者であり、同氏が社外取締役に選任された場合
に果たすことが期待される役割は、当社の経営体制の強化・充実を図るた
め、経営全般に対し、幅広い経験と専門分野での高い知見から助言・提言を
頂くことであります。

5. 深井靖博氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって８年であ
ります。また、廣󠄁野郁子氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時を
もって１年であります。

6. 当社は深井靖博氏および廣󠄁野郁子氏と会社法第427条第１項および当社定款
に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額で
あります。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏と責任限定契約を継続
する予定であります。また、杉山繁和氏の選任が承認された場合、同氏と同
様の責任限定契約を締結する予定であります。

7. 当社は、深井靖博氏および廣󠄁野郁子氏を東京・名古屋両証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、届け出ております。また、杉山繁和氏は東
京・名古屋両証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、選
任が承認された場合、独立役員として両取引所に届け出る予定であります。

8. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保
険会社との間で締結しております。当該保険契約の内容の概要は、事業報告
「Ⅳ　会社役員に関する事項」に記載のとおりであります。なお、当社は、
2026年３月に当該保険契約を更新する予定であります。各候補者が再任ま
たは選任された場合には、候補者各氏は当該保険契約の被保険者に含められ
ることとなります。

※　杉山繁和氏は新任取締役候補者であります。
以上
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

氏名

新
任
候
補
者

独
立
性

専門性と経験

企
業
経
営
戦
略

海
外
事
業
戦
略

財
務
・
会
計
・
税
務

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
法
務

人
事
・
人
材
開
発

開
発
・
設
計
・
技
術

営
業
・
マ
|

ケ
テ
ィ
ン
グ

環
境
・
品
質
・
製
造

取
締
役

齊藤　光次 ● ● ● ●

篠岡　尚久 ● ● ● ●

原　　　茂 ● ● ● ●

青木　大篤 ● ● ● ●

深井　靖博（社外） ◇ ● ●

廣󠄁野　郁子（社外） ◇ ● ● ● ●

杉山　繁和（社外） ◇ ◇ ● ● ●

監
査
等
委
員

後藤　禎夫 ● ● ●

児玉　弘仁（社外） ● ● ● ●

松若 恵理子（社外） ◇ ● ● ●

参考：取締役候補者および監査等委員の専門性と経験（スキルマトリックス）
取締役候補者および監査等委員の専門性と経験は次のとおりです。
なお、専門性と経験のうち主なもの最大4つまでにマーキングしております。
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
株主総会は、TKPガーデンシティPREMIUM名駅西口　3階（カペラ）
で開催いたしますので、下記案内図をご参照ください。
※ TKPガーデンシティPREMIUM名古屋新幹線口とお間違えの無いよ

うご注意ください。

Ｎ
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通
口
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幹
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鉄 

名
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屋
駅
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ー
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イ
ワ
ロ
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ホ
テ
ル
名
古
屋

信用組合会館

ビック
カメラ

中村消防署
椿出張所

チサンイン
名古屋

松のや/
ローソン

大名古屋
ビルヂング

JRタ
ワ
ー
ゲ
ー
ト

※ご注意ください この場所の
「TKPガーデンシティPREMIUM
名古屋新幹線口｣は
当会場ではございません。

TKPガーデンシティ
PREMIUM名駅西口
｢松のや/ローソン｣の左側
入口からお入りください。

⑴ 株主総会会場に駐車場はございませんので、あらかじめご了承
ください。

⑵ JR名古屋駅太閤通口（新幹線側）より徒歩約５分


